
 
 
 
 
 
 

令和４年度指導監査等の実施結果 

 
   
 
 
 

社会福祉法人、社会福祉施設等 
 
介護保険施設、障害者支援施設 
 
障害児（者）福祉施設、介護保険居宅サービス等 
 
障害福祉サービス等、障害児通所支援、 
 
医療機関(病院、有床診療所) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

群馬県健康福祉部監査指導課 

 
 

                                           



－ 目 次 － 

 

Ⅰ 福祉施設等への指導監査 

 

１ 指導監査の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

２ 令和４年度の指導監査について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

３ 指導監査の実施概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

（１）社会福祉法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

（２）社会福祉施設等、介護保険施設、障害児（者）福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

（３）介護保険居宅サービス事業所、障害福祉サービス事業所等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・ 

３０ 

４ 指導監査の実施状況・結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 

（１）社会福祉法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 

（２）社会福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 

（３）介護保険施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３５ 

（４）障害児（者）福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 

（５）居宅サービス事業所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７ 

（６）介護予防サービス事業所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 

（７）障害福祉サービス事業所等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 

（８）障害児通所支援事業所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 

４－２ 文書指摘の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

（１）社会福祉法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

（２）社会福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

（３）介護保険施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

（４）障害児（者）福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

（５）介護保険（介護予防）居宅サービス事業所等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４２ 

（６）障害福祉サービス事業所等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４ 

（７）障害児通所支援事業所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 

５ 特別監査等の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

６ 業務管理体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８ 

７ 集団指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４９ 

 

 

Ⅱ 医療機関への立入検査 

 

１ 立入検査の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５０ 

２ 病院の立入検査の実施状況・結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５０ 

３ 診療所の立入検査の実施状況・結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１ 



 



- 1 - 

 

 Ⅰ 福祉施設等への指導監査  

 

１ 指導監査の概要 

県では、法令等に基づき、県が所管する社会福祉法人や社会福祉施設、事業所への指

導や監査（以下「指導監査」という。）を行っています。 

 

（１）指導監査の対象 

  ・社会福祉法人（社会福祉協議会を含む。） 

  ・保護施設等（救護施設、無料低額宿泊所、婦人保護施設） 

  ・老人福祉施設（養護老人ホーム、軽費老人ホームに限る。） 

    ・介護保険施設（特別養護老人ホームを含む。） 

    ・介護保険居宅サービス事業所等 

・障害児(者)福祉施設 

・障害福祉サービス事業所等（訪問系、通所系、居住系、相談支援） 

  ・障害児通所支援事業所（児童発達支援、放課後等デイｻｰﾋﾞｽ、保育所等訪問支援） 

 

（２）指導監査の３類型 

   ①通常の場合（一般監査、実施指導） 

      法人や施設等を定期的に訪問し、現地確認や聞き取りをしながら、助言や指導を行

うものです。実施する頻度は、障害児福祉施設は毎年、その他は３年に１回です。 

 

    ②特別の場合（特別監査、監査） 

      上記①の結果や苦情・通報などにより、重大な法令違反や基準違反などが疑われる

場合に、随時行うものです。 

 

     （参考）指導監査の名称は、根拠法令によって使い分けられています。 

指導監査の対象 ①通常の場合 ②特別の場合 

 社会福祉法人、社会福祉施設 「一般監査」 「特別監査」 

 介護保険施設、障害福祉サービス事業所等 「実地指導」 「監査」 

 

    ③集団指導 

      同種事業の施設等の担当者に、一つの会場に集まっていただき（または Web による）、

講習・説明会形式の指導を行うものです。法令や基準等の改正のポイントや、報酬請

求時に間違いやすい点などを中心に集団指導を実施しています。 

 

（３）指導監査の結果 

  ①一般監査・実地指導の結果 

   軽微な違反等があった場合は注意事項（法人は口頭指摘）、重要な違反等の場合は

指摘事項（法人は文書指摘）として通知し、改善結果や改善状況の報告を求めます。 

 

   ②特別監査・監査の結果 

   違反や不正の程度により、勧告又は行政処分（効力停止や指定取消など）を行うこ

とがあります。 
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（４）所管課及び市町村との連携 

   指導監査の実施に当たっては、県の所管課（法人・施設等を所管している健康福祉

課・介護高齢課・障害政策課）や市町村と情報の共有と交換を行い、指導方針の整合を

図っています。 

 

（５）指導監査の情報公開 

群馬県情報公開条例に基づく開示請求があった場合には、指導監査の結果通知及び

これに対応する改善報告について、個人情報を除き開示しています。 

 

（６）業務管理体制の監督について 

介護及び障害サービス事業者（法人）に法令遵守等の体制（業務管理体制）の整備

が義務づけられています。事業者は介護高齢課又は障害政策課に業務管理体制の届出

を提出し、監査指導課は一般検査及び特別検査を実施します。 

①一般検査 

業務管理体制の届出内容を確認するため、県が監督するすべての事業者を対象に実

施し、事業者の取組みについて確認します。 

 

②特別検査 

指定事業所等の指定等取消相当の事案が発覚した場合に、業務管理体制の整備状況

を検証するとともに、当該事案への組織的関与の有無を検証します。 

 

 

２ 令和４年度の指導監査について 

次の実施方針に基づき、指導監査を行いました。 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、県の警戒度（現「警戒レベル」のこと）の

引き上げ等に伴い、実地による指導監査を中止していた期間がありました。中止してい

た期間中は、事前提出資料を確認し、電話等による聞き取りを行うほか改善すべき事項

を伝え、書面監査等として実施しました。 

 

 ・令和４年度社会福祉法人に対する指導監査実施方針 

 ・令和４年度社会福祉施設等に対する指導実施方針  

 ・群馬県社会福祉法人指導監査実施要綱 

 ・群馬県社会福祉施設等指導監査実施要綱 

 ・群馬県介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱 

 ・群馬県障害福祉サービス事業者等指導及び監査実施要綱 



- 3 - 
 

 

令和４年度社会福祉法人に対する指導監査実施方針 
 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日  

健康福祉部監査指導課  

Ⅰ 基本方針 

  社会福祉法人（以下「法人」という。）の適正な運営及び円滑な事業の実施を確保するとともに、

利用者の尊厳を保持し、質の高いサービスの提供が図られるよう、次の事項を柱として指導監査を

実施する。 

 １ 法令や通知等に定められた遵守すべき事項について、法人の運営の状況を確認・検査するため、

一定の周期、あるいは必要に応じて実施する。 

 ２ 法人に対し改善すべき事項について根拠を示して指導し、自主的に改善に取り組むよう意識の

醸成を図る。 

 ３ 単に問題点を指摘するだけでなく、適正な法人運営に資する助言を行い、法人の運営体制のさ

らなる強化を支援する。 

 ４ サービスの向上や業務改善に繋がる事例を収集し、法人に対して情報提供を行う。 

 

Ⅱ 重点項目 

 １ 経営組織のガバナンスの強化 

  ・法人運営に参画できない者を評議員又は役員として名目的に選任していないか。 

  ・評議員会で必要な事項を決議しているか。 

  ・理事長及び業務執行理事は、法令又は定款に定めるところにより、自己の職務の執行状況を理

事会に報告しているか。 

  ・理事への権限の委任は、規程等に基づき、適正に行われているか。 

  ・監事の責務（理事の職務の執行の監査、理事会への出席、監査報告書の作成等）が履行されて

いるか。 

  ・評議員及び役員の報酬について、支給基準は適正か。 

   また、支給基準を定めている場合、評議員会の承認を得ているか。 

  ・法人の関係者(評議員、理事、監事、職員、親族等)に対して特別な利益を与えていないか。 

 ２ 財務規律の強化 

    ・法令等に基づき、計算書類等が適正に作成されているか。 

  ・経理規程等が整備され、その規定に基づき、会計事務が行われているか。 

  ・現金や通帳等の管理、出納手続き等について、内部牽制体制が確立されているか。 

  ・所有する資産の管理が通知等に基づき、適正に行われているか。 

  ・契約が通知等に基づき、適正に行われているか。 

 ３ 法人運営の透明性の確保 

   ・定款、役員等報酬規程、現況報告書、計算書類等を財務諸表等電子開示システムにより所轄庁

に報告し、公表しているか。 

  ・計算書類等は適正に記載されているか。また、経営状態は健全か。 
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令和４年度社会福祉施設等に対する指導監査実施方針 
 

令和４年４月１日     
健康福祉部監査指導課   

 
Ⅰ 基本方針 
  社会福祉施設、障害福祉サービス事業及び介護サービス事業等の適正な運営及び円滑な事業の実

施を確保するとともに、利用者の尊厳を保持し質の高いサービスの提供が図られるよう、次の事項

を柱として指導を実施するものとする。 
   集団指導：制度や関係法令の周知及び理解の促進を図る。 
   指導監査：個々の施設等の状況を把握し、必要な助言や情報提供により適正な運営を図る。 
   監  査：悪質な違反等に対して機動的かつ適切な権限行使を行う。 
                                               
Ⅱ 重点項目 
 １ 利用者保護とサービスの質の確保・向上 
  ⑴ 適正なサービスの提供              
   ・アセスメント等に基づくサービス計画の作成 
   ・計画に基づくサービスの提供 
   ・モニタリング等による計画の見直し 
  

 ⑵ 虐待防止・身体拘束の適正化 
   ・虐待防止対策の実施 

（虐待防止委員会や研修の定期的な開催、担当者の配置、労働環境の整備等） 
・虐待等発見時の通報・通告の体制が取られているか。 
・身体拘束適正化の取り組み 

（指針の整備、適正化委員会や研修会の定期的な開催等） 
・三原則を踏まえた身体拘束時の適正な手続きや記録 

  
 ⑶ 安全対策の体制整備と徹底 

・感染症対策に係る体制の整備 
（指針の整備、委員会の開催、研修・訓練）  

   ・感染症発生時の適切な対応  
・事故防止対策（設備の整備や研修の実施等） 
・事故発生時の報告・再発防止のための対応 
・火災、地震、風水害、土砂災害等に対する適切な避難確保等の取組み 
 (避難訓練、避難計画) 

   ・不審者対策その他防犯に対する適切な取組み 
・利用者の健康管理 

(褥瘡の予防と治療、バイタルチェック・脱水予防等)  
   ・業務継続計画の策定と取組み             
    

２ 報酬等の適正な取扱い 
   ・基準条例や報酬告示等に定める職員の資格及び員数 
   ・報酬告示等に基づく適切な報酬等の算定 

・報酬等の改定に伴う新たな基準による要件に適合したサービスの提供 
   ・処遇改善等に係る給付費の報酬告示等に基づく使途 
 
 
 ※ 群馬県社会福祉施設等指導監査実施要綱第６（指導監査実施方針）、群馬県障害福祉サービス事業者等指導及び監査実施要

綱第４の４（指導の実施方針）及び群馬県介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱第４の４（指導の実施方針）に基づ

き、社会福祉施設、障害福祉サービス事業所及び介護サービス事業所等に対する指導実施方針を定めるもの。 
 ※ 集団指導は、介護サービス事業者及び障害福祉サービス事業者等を対象とする。 
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群馬県社会福祉法人指導監査実施要綱 

 

 

１ 指導監査の目的 

社会福祉法人（以下「法人」という。）に対する指導監査は、社会福祉法（昭和26年法

律第45号。以下「法」という。）第56条第１項の規定により、法人の自主性及び自律性を

尊重し、法令又は通知等に定められた法人として遵守すべき事項について運営実態の確

認を行うことによって、適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図るもの

である。 

 

２ 指導監査の類型 

（１）指導監査は、一般監査と特別監査とし、いずれも実地において行う。ただし、一般

監査については、公衆衛生上、感染症のまん延を防止する必要性が極めて高く、実地

においてこれを行うことが困難であるものとして、厚生労働省社会・援護局長が定め

るところにより、実地によらないことができるものとする。 

（２）一般監査は、一定の周期で実施する。その実施に当たっては、年度当初に指導監査 

の方針、指導監査の対象とする法人及び指導監査の実施の時期等を内容とした指導監 

査の実施に関する計画（以下「実施計画」という。）を策定した上で、別紙「指導監 

査ガイドライン」に基づき実施する。 

（３）特別監査は、運営等に重大な問題を有する法人を対象として、随時実施する。その 

実施に当たっては、別紙「指導監査ガイドライン」に基づいて行うほか、当該問題の 

原因を把握するため、必要に応じて詳細な確認を行う。 

 

３ 一般監査の実施の周期 

（１）毎年度法人から提出される報告書類により法人の運営状況を確認するとともに、前 

回の指導監査の状況を勘案し、以下の事項を満たす法人に対する一般監査の実施の周 

期については、３箇年に１回とする。 

ア 法人の運営について、法令及び通知等（法人に係るものに限る。）に照らし、特

に大きな問題が認められないこと。 

イ 法人が経営する施設及び法人の行う事業について、施設基準、運営費並びに報酬 

の請求等に関する大きな問題が特に認められないこと。 

なお、法人に対する一般監査と施設又は事業（以下「施設等」という｡）に対する 

監査(以下「施設監査」という｡) との実施の周期が異なる場合において、これらの

監査を併せて実施することが県及び法人にとって効率的かつ効果的であると認め

られること等特別の事情のあるときは、監査の実施の周期を３箇年に１回を超えな

い範囲で設定することができる。ただし、その場合には、法人の理解と協力が得ら

れるよう十分に配慮するものとする。 

（２）（１）にかかわらず、（１）のア及びイに掲げる事項について問題が認められない

法人において、会計監査人による監査等の支援を受け、会計監査人の作成する会計監査

報告等が次の各号に掲げる場合に該当する場合にあっては、毎年度法人から提出され

る報告書類を勘案の上、当該法人の財務の状況の透明性及び適正性並びに当該法人の

経営組織の整備及びその適切な運用が確保されていると判断するときは、一般監査の

実施の周期を、各号に掲げる周期まで延長することができる。 

ア 法第36条第２項及び法第37条の規定に基づき会計監査人を設置している法人に

おいて、法第45条の19第１項及び社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号｡以

下「規則」という｡）第２条の30の規定に基づき作成される会計監査報告に「無限定
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適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」(除外事項について改善された

ことが確認できる場合に限る｡）が記載された場合 ５箇年に１回 

イ 会計監査人を設置していない法人において、法第45条の19の規定による会計監査

人による監査に準ずる監査（会計監査人を設置せずに、法人と公認会計士又は監査

法人との間で締結する契約に基づき行われる監査であって、会計監査人による監査

と同じ計算関係書類及び財産目録を監査対象とする監査をいう｡以下同じ｡）が実施

され、当該監査の際に作成された会計監査報告に、｢無限定適正意見」又は「除外事

項を付した限定付適正意見」(除外事項について改善されたことが確認できる場合に

限る。）が記載された場合 ５箇年に１回 

ウ 公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人（以下「専門家」という｡）によ 

る財務会計に関する内部統制の向上に対する支援又は財務会計に関する事務処理体 

制の向上に対する支援を受けた法人において、専門家が当該支援を踏まえて作成す 

る書類として「会計監査及び専門家による支援について」(平成29年４月27日付け社

援基発0427第１号 厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知)（以下「福祉基盤課

長通知」という。）に定めるものが提出された場合 ４箇年に１回 

（３）（１）にかかわらず、（１）のア及びイに掲げる事項について問題が認められない

法人のうち（２）に掲げる場合に該当しない法人において、苦情解決への取組が適切

に行われ、次の各号に掲げるいずれかの場合に該当する場合にあっては、良質かつ適

切な福祉サービスの提供に努めていると判断されるときは、一般監査の実施の周期を

４箇年に１回まで延長することができる。 

ア 福祉サービス第三者評価事業を受審し、その結果について公表を行い、サービス 

の質の向上に努めていること（一部の経営施設のみ福祉サービス第三者評価を受審 

している場合においては、法人全体の受審状況を勘案して判断する。）又は ISO9001 

の認証取得施設を有していること。 

    イ 地域社会に開かれた事業運営が行われていること（例えば、福祉関係養成校等の 

研修生の受入れ又は介護相談員の受入れに加え、ボランティアの受入れや地域との 

交流が積極的に行われていること等。）。 

   ウ 地域の様々な福祉需要に対応した先駆的な社会貢献活動に取り組んでいること。 

（４）新たに設立された法人に対する一般監査については、設立年度又は次年度において、 

当該法人の設立後速やかに実施するものとする。 

（５）法人の運営等に関する問題が発生した場合や、毎年度法人から提出される報告書類 

の内容から当該法人の運営状況に問題があると認められる場合については、実施計画 

にかかわらず、必要に応じて指導監査を実施する等適切に対応するものとする。 

 

４ 指導監査事項の省略等 

（１）法第36条第２項及び法第37条の規定に基づき会計監査人を設置している法人並びに

法第45条の19に規定する会計監査人による監査に準ずる監査を実施している法人に

ついては、当該監査の際に作成された会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外

事項を付した限定付適正意見」が記載されている場合には、別紙「指導監査ガイドラ

イン」のⅢ「管理」の３「会計管理」に関する監査事項を省略することができる。 

ただし、「除外事項を付した限定付適正意見」である場合は、除外事項に関して、理 

事会等で協議の上、改善のための必要な取組を行っているかについて、指導監査にお 

いて確認するものとする。 

（２）専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援や財務会計に関する事 

務処理体制の向上に対する支援を受けている法人については、専門家が当該支援を踏 

まえて作成する書類として福祉基盤課長通知に定めるものにより、会計管理に関する
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事務処理の適正性が確保されていると判断される場合には、別紙「指導監査ガイドラ

イン」のⅢ「管理」の３「会計管理」に掲げる監査事項を省略することができる。 

（３）（１）の会計監査及び（２）の専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対 

する支援を受けている法人に対する指導監査を実施するに当たっては、別紙「指導監 

査ガイドライン」のⅠ「組織運営」に掲げる項目及び監査事項に関して、会計監査を 

行った者又は専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として福祉基盤課長通知に

定めるものの内容を活用し、効率的な実施を図るものとする。 
 

５ 一般監査の実施 

（１）一般監査の実施に当たっては、原則として一般監査実施日の１か月前までに、法人

の代表者あて、実施日時及び実施方法のほか必要な事項を示した文書で通知する。 

（２）法人は、上記５（１）により、事前の資料提出を求められた場合は、通知に従い、指

定された期日までに提出しなければならない。 

（３）法人の運営等に問題が生じた場合又は生じるおそれがあると認められる場合には、

上記５（１）によらず、立ち入る際に通知を提示する等の方法により行うことができ

る。 

（４）一般監査は、原則として２名以上で行い、終了後は法人の代表者等に結果を講評し、

改善が必要な事項を伝達する。ただし、法令解釈等で疑義が生じた場合など、状況に

よっては、改善が必要な事項の伝達は行わず、確認した上で通知する等の方法により、

伝達することができる。 

（５）一般監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員、関係行政機関職員及び法

人に関係する者に一般監査への立ち会いを求め又は必要な事項を調査することがで

きる。 

 

６ 特別監査の実施 

（１）特別監査の実施に当たっては、法人の代表者あて、実施日時及び実施方法のほか必

要な事項を示した文書で通知する。ただし、上記１の指導監査の目的を達成するため、

特別監査を効果的に実施する観点から、立ち入る際に通知を提示するなどの方法によ

り行うことができる。 

（２）特別監査は、監査指導課が行うほか、所管課が同行して行うことができる。 

（３）特別監査は、問題の重要性や緊急性等の状況に応じ、改善されるまで継続的に実施

することができる。 

（４）特別監査の終了後は、法人の代表者等に結果を講評し、改善が必要な事項を伝達す

る。ただし、状況によっては、その場での講評は行わず、別途関係者を招致して行うこ

とができる。 

（５）特別監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員、関係行政機関職員及び法

人に関係する者に特別監査への立ち会いを求め又は必要な事項を調査することがで

きる。 

 

７ 指導監査の結果及び改善状況の報告 

（１）指導監査の結果に基づいて行う法人への指導は、以下のとおり実施する。 

ア 法令又は通知等の違反が認められる場合 

（ア）違反が認められる事項については、原則として、改善のための必要な措置（以 

下「改善措置」という。）をとるべき旨を文書により指導すること（文書指摘）。 

また、改善措置の具体的な内容について、期限を付して法人から報告をさせ、県

が必要と認める場合には、法人における改善状況の確認のため、実地において調

査を行うことができること。 
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（イ）違反の程度が軽微である場合又は違反について（ア）の指導を行わずとも改善 

が見込まれる場合は、口頭により指導すること（口頭指摘）ができること。 

イ 法令又は通知等の違反が認められない場合 

法人運営に資するものと考えられる事項についての助言を行うことができるこ

と。 

なお、アの（イ）及びイの指導を行う場合は、法人と指導の内容に関する認識を共 

有できるよう配慮する。 

（２）（１）の指導に際しては、常に公正不偏かつ懇切丁寧であることを旨とし、単に改 

善を要する事項の指導にとどまることなく、具体的な根拠を示して行うものとする。 

 また、法人との対話や議論を通じて、指導の内容に関する真の理解を得るよう努め、 

自律的な運営を促すものとする。 

（３）（１）の指導を行った事項について改善が図られない場合には、法第56条第４項又 

は第58条第２項の規定に基づき、改善のために必要な措置をとるべき旨の勧告（以下 

「改善勧告」という。）をする等所要の措置を講ずる。 

（４）（３）の改善勧告を受けた法人が、当該勧告に従わなかったときは、法第56条第５ 

項の規定に基づき、その旨の公表をする等所要の措置を講ずる。 

（５）（３）の改善勧告を受けた法人が、正当な理由がなく、当該勧告に係る措置をとら 

なかったときは、法第56条第６項又は第58条第３項の規定に基づき、当該勧告に係る

措置をとるべき旨の命令（以下「改善命令」という。）をする等所要の措置を講ずる。 

（６）（５）の改善命令に従わないときは、法第56条第７項及び第８項の規定に基づく業 

務の全部若しくは一部の停止の命令、役員の解職勧告又は解散命令等も検討の上、適 

切な改善措置を速やかに実施する。 

（７）指導監査の結果の開示は、法人運営の適正化のみでなく、利用者の立場に立った質 

の高いサービスの提供に資することも目的としていることを踏まえ、群馬県情報公開  

条例に基づく開示請求に対しても積極的に閲覧を可能としておく体制を整えるもの

とする。 

 

８ 指導監査の結果の報告 

  実施した各年度の指導監査の結果（管内市（指定都市及び中核市を除く｡）が実施した

指導監査の結果を含む｡）については、厚生労働省の定めるところにより、厚生労働省社

会・援護局福祉基盤課に報告する。 

 

９ 関係機関等との連携等 

（１）法人運営と施設等の運営とは相互に密接な関係を有するものであることから、法人 

の指導監査を行うに当たっては、当該法人の施設等が所在する区域の市町村に必要な  

情報又は資料の提供その他必要な協力を求める等、十分に連携を取りながら実施する。 

（２）当該法人の施設等が県内に所在し、法人に対して適当な措置をとる必要があると認  

めるときは、法人を所管する市に対し、その旨の意見を述べるものとする。 

（３）指導監査の過程において、県が処分権限を有さない法令又は通知（労働関係法令、

消防関係法令等）に関する違反の疑いのあるものを発見した場合は、県の所管課又は

当該法人の施設等が所在する区域の市町村と十分に連携を図りながら、法人に対して

管轄機関への確認を促す等の指導を行う。その際、法人と指導内容の認識を共有でき

るよう配慮するとともに、必要に応じて、処分権限を有する関係機関へ通報する等の

措置をとることにより、適切に対応するものとする。 
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群馬県社会福祉施設等指導監査実施要綱 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、社会福祉法、生活保護法、売春防止法、老人福祉法及び児童福祉法

（以下「各法」という。）の規定に基づき、県が社会福祉事業を経営する者、保護施

設の管理者並びに婦人保護施設、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、障害児入所

施設及び児童発達支援センターの長（以下「施設等」という。）に対して実施する指

導監査について、必要な事項を定める。 

 

（指導監査の目的） 

第２ 指導監査は、各法をはじめ労働基準法、消防法などの関係法令に照らし、運営基

準等の適合状況及び県が別に定める方針等に対する実施状況等について個別的に明ら

かにし、必要な助言及び指導又は是正の措置を講ずることにより、施設等の適正な運

営及びサービスの質の確保並びに利用者処遇の向上を図り、もって地域福祉のより一

層の増進に寄与することを目的とする。 

 

（指導監査の対象） 

第３ 指導監査の対象及び指導監査の根拠法令は、別紙１「指導監査対象区分」のとお

りとする。 

 

（指導監査の実施機関）                                                  

第４ 指導監査は、監査指導課が実施する。ただし、必要に応じ、所管課等と合同で実

施することができるものとする。 

 

（指導監査類型） 

第５ 指導監査は、以下の類型とする。 

 １ 一般監査 

一般監査は、指導監査事項全体について、施設等に立ち入って行う指導監査をい

う。ただし、過去の指導監査や事前に提出された資料等から、特に運営上の問題が

ないと認められる施設等に対しては、あらかじめ指導監査事項を一部省略して実施

することができるものとする。 

また、一般監査については、公衆衛生上、感染症のまん延を防止する必要性が極

めて高く、実地においてこれを行うことが困難であると判断される場合、実地によ

らないことができるものとする。 

なお、一般監査において改善すべき事項が認められ、施設等から改善状況報告書

等が提出された場合にあっては、書面によるほか必要に応じ、実地で確認する指導

監査を行うものとする。 

 ２ 特別監査 

特別監査は、次のいずれかに該当する場合に、特定の指導監査事項を定め、重点

的かつ改善が図られるまで継続的又は随時に行う指導監査をいい、実地において行

う。 

（１） 施設等が、法令に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くために、当該施    

設等の経営等に重大な支障を及ぼしているおそれがあると疑うに足りる理由が

あるとき。 

 （２） 度重なる一般監査によっても改善の措置が認められないとき。 

 （３） 正当な理由がなく、一般監査を拒否したとき。 

 

（指導監査実施方針）  

第６ 指導監査を重点的・効果的に行うため、社会福祉行政の動向を踏まえ、指導監査 

の重点項目を掲げる「社会福祉施設等に対する指導監査実施方針」を、毎年度当初に
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別に定める。 

 

（一般監査の実施） 

第７ 一般監査は、次のとおり実施する。 

 １ 一般監査の実施に当たっては、一般監査実施計画を策定することとし、実施周期

は原則３年に１回とする。ただし、救護施設は原則２年に１回とする。 

２ 一般監査を実施する際は、原則として一般監査実施日の１か月前までに、施設等

の代表者あて、実施日時及び実施方法のほか必要な事項を示した文書で通知する。 

３ 施設等は、前項の通知で事前に資料提出を求められた場合は、通知に従い、指定

された期日までに提出しなければならない。 

４ 施設等の運営等に問題が発生した場合又は生じるおそれがあると認められる場合

には、前各項によらず、立ち入る際に通知を提示するなどの方法により行うことが

できるものとする。 

５ 一般監査は、原則として２名以上で行い、終了後は施設等の代表者等に結果を講

評し、改善が必要な事項を伝達する。ただし、法令解釈等で疑義が生じた場合な

ど、状況によっては、改善が必要な事項の伝達は行わず、確認した上で通知する等

の方法により、伝達することができるものとする。 

６ 一般監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員のほか、関係行政機関職

員及び施設等に関係する者に立ち会いを求めることができるものとする。 

 

（特別監査の実施） 

第８  特別監査は、次のとおり実施する。 

１ 特別監査の実施に当たっては、第７の一般監査の実施に準じて、文書で通知す

る。ただし、第２の指導監査の目的を達成するために特別監査を効果的に実施する

観点から、立ち入る際に通知を提示するなどの方法により行うことができるものと

する。 

２ 特別監査は、問題の重要性や緊急性等の状況に応じ、改善されるまで継続的に実

施することができるものとする。 

３ 特別監査の終了後は、施設等の代表者等に結果を講評し、改善が必要な事項を伝

達する。ただし、状況によっては、その場での講評は行わず、別途関係者を招致し

て行うことができるものとする。 

４ 特別監査の効果を高めるため、必要に応じて所管課職員のほか、関係行政機関職

員及び施設等に関係する者に立ち会いを求めることができるものとする。 

 

（指導監査の結果及び改善状況の報告） 

第９ 指導監査の結果に基づいて行う施設等への指導は、次のとおり実施する。 

 １ 法令又は通知等の違反が認められる場合 

 （１） 違反が認められる事項については、原則として、改善のための必要な措置

（以下「改善措置」という。）をとるべき旨を法人または施設等の代表者に文

書により指導する（指摘事項）とともに、関係市町村に通知するものとする。 

     また、改善措置の具体的な内容について、期限を付して施設等から報告をさ

せ、県が必要と認める場合には、施設等における改善状況の確認のため、立ち

入って調査を行うことができるものとする。 

 （２） 違反の程度が軽微である場合について、（１）の指導を行わずとも改善が見

込まれる場合は、注意事項とし、指摘事項と同様に文書により指導するものと

する。 

 ２ 法令又は通知等の違反が認められない場合 

施設等の運営に資するものと考えられる事項について、助言を行うことを妨げな

い。 

   なお、指導や助言を行う場合は、施設等と指導の内容に関する認識を共有できる
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よう配慮するものとする。 

 ３ 前各項の指導や助言に際しては、常に公正不偏かつ懇切丁寧であることを旨と

し、単に改善を要する事項の指導にとどまることなく、具体的な根拠を示して行う

ものとする。 

   また、施設等との対話や議論を通じて、指導の内容に関する真の理解を得るよう

努め、自律的な運営を促すものとする。 

 ４ 第１項の指導を行った事項について、改善の状況に疑義がある場合又は不十分と

認められる場合は、所管課等と協議の上、必要な指導を行うものとする。また、度

重なる指導によっても改善の措置が認められないときは、特別監査の実施の対象と

するものとする。 

 ５ 特別監査を実施した結果、施設等が法令に違反し又は運営が著しく適正を欠いて

いるために、施設等の経営等に重大な支障を及ぼしていると認められるときは、当

該法人又は施設等の代表者に対し、文書で特別監査の結果、改善状況報告書又は改

善計画書の提出及び改善の期限を通知するものとする。また、必要に応じ、指導を

継続するものとする。 

 ６ 特別監査に係る改善状況報告書又は改善計画書が期限内に提出されないとき、若  

しくは提出された改善状況報告書等の内容を確認した結果、改善の意思がなく、又  

は改善を怠っていると認められるときは、法令の定めるところにより、行政処分を  

検討の上、適切な改善措置を速やかに実施するものとする。 

 ７ 特別監査の実施により、利用者の処遇に重大な影響が及んでいるなど緊急を要す  

ると認められるときは、５及び６に関わらず、直ちに法令に基づく行政処分の手続  

きを開始するものとする。 

 

（情報の公開） 

第10 指導監査に関する情報は、施設等の運営の適正化のみならず、利用者の立場に立

った質の高いサービスの提供に資することを目的としていることを踏まえ、群馬県情

報公開条例に基づく開示請求等に対し、積極的な閲覧が可能な体制を整えるととも

に、法令等により非開示とされる場合を除き、原則開示の対象とする。 

 

（国への報告） 

第11  指導監査の結果については、必要に応じ、厚生労働省へ報告する。 

 

（関係機関等との連携等） 

第12 指導監査の実施に当たっては、次のとおり、関係機関等との連携を十分に図りな

がら実施するものとする。 

 １ 施設等が所在する区域の市町村等関係機関に必要な情報又は資料の提供その他必

要な協力を求める等、十分に連携を取りながら実施する。 

 ２ 施設等に対して適当な措置をとる必要があると認めるときは、施設等を所管する   

関係機関に対し、その旨の意見を述べるものとする。 

 ３ 指導監査の過程において、県が処分権限を有さない法令又は通知（労働関係法

令、 消防関係法令等）に関する違反の疑いのあるものを発見した場合は、所管課又

は当該施設等が所在する区域の市町村等関係機関と十分に連携を図りながら、所管

課等への確認を促す等の指導を行う。その際、指導内容の認識を共有できるよう配

慮するとともに、必要に応じて、処分権限を有する関係機関へ通報する等の措置を

とることにより、適切に対応するものとする。 

 

附 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
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 別紙１ 指導監査対象区分 

 

区     分 

 

施 設 区 分 

 

指導監査の根拠法 

 
保護施設 
（医療保護施設を除く。） 

   

救護施設 

  

生活保護法第44条 

 

宿泊所 

  

無料低額宿泊所 

  

社会福祉法第70条 

 
婦人保護施設 
 

  
婦人保護施設 

    
同  上 

 

老人福祉施設 

 
 
 
 
 

 

特別養護老人ホーム 

 

 

社会福祉法第70条 

 

老人福祉法第18条 

 

養護老人ホーム 

 

  同  上 

 

軽費老人ホーム 

 

社会福祉法第70条 

 

児童福祉施設 

 
 
 

 

 障害児入所施設 

 

 

社会福祉法第70条 

 

児童福祉法第46条第1項 

 
  児童発達支援センター 

 
   同  上 
 

(注) 1. 介護保険法上の指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者、指定介

護老人福祉施設、介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設の実施に当たっ

ては、別に定める群馬県介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱他によるも

のとする。 

2. 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律上の指定障害福祉

サービス事業者等の実施に当たっては、別に定める群馬県障害福祉サービス事業

者等指導及び監査実施要綱他によるものとする。 

 



- 13 -

群馬県介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱

第１ 趣旨

この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第２４

条、第７６条、第９０条、第１００条、第１１４条の２及び第１１５条の７並びに

健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の

２第１項の規定により、なお、その効力を有するものとされる同法第２６条の規定

による改正前の法（以下「平成１８年旧法」という。）第１１２条の規定に基づき、

介護保険施設、指定介護療養型医療施設（平成１８年旧法第４８条第１項第３号に

規定する指定介護療養型医療施設であり、介護保険法の一部改正により経過措置を受

けているものをいう。以下同じ。）、指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービ

ス事業者等（以下「介護サービス事業者等」という。）に対して、県が行う指導及び

監査について、基本的事項を定める。

第２ 指導及び監査の目的

指導は、介護サービス事業者等に対して行う保険給付及び予防給付(以下「介護給

付等」という。） に係る居宅サービス等 （以下「介護給付等対象サービス」という。）

の内容並びに介護給付等に係る費用（ 以下「介護報酬」という。）の請求等に関し、

法令、通達に対する適合状況等について、個別に明らかにし、利用者の自立支援及

び尊厳の保持を念頭において、介護サービス事業者等の支援を基本とし介護給付等

対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図ることを目的とする。

監査は、介護給付等対象サービスの内容及び介護報酬の請求に関し、法及び平成

１８年旧法に定める勧告、命令、指定の取消し並びに期間を定めたその効力の全部

若しくは一部の停止（以下「指定取消処分等」という。）に該当する場合、又は介護

報酬の請求について、不正若しくは著しい不当が疑われる場合（以下「指定基準違

反等」という。）において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置をとるこ

とを主眼とし、介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図るこ

とを目的とする。

第３ 指導及び監査の対象

この要綱に基づく指導及び監査の対象は、県が所管する次に掲げる介護サービス

事業者等とする。

１ 指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護保険法の一部改正

に伴う経過措置の適用を受けている指定介護療養型医療施設(以下「指定介護療養型

医療施設」という。)

２ 指定居宅サービス事業者

３ 指定介護予防サービス事業者

第４ 指導について

１ 指導の方針

介護給付等対象サービスの取扱い及び介護報酬の請求等に関する事項について周
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知するとともに、改善の必要があると認められる事項については、適切な助言及び

指導を行うことを方針とする。

２ 指導形態等

指導の形態は次のとおりとする。

（１）集団指導

指導の対象となる介護サービス事業者等を、必要な指導の内容に応じ、一定の

場所に集めて講習等の方法により行う。

（２）実地指導

指導の対象となる介護サービス事業者等の事業所において実地に行う。

① 通常指導

県が単独で実地指導を行う。

② 合同指導

県が厚生労働省や市町村等と合同で実地指導を行う。

３ 指導対象の選定基準

指導は全ての介護サービス事業者等を対象とするが、重点的かつ効率的な指導を

行う観点から、毎年度作成する実施計画において、事業種別毎の状況に応じて選定

する。

（１）集団指導の選定基準

集団指導の選定については、介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求

の内容、制度改正内容及び過去の指導事例等に基づく指導内容に応じて選定する。

（２）実地指導の選定基準

① 通常指導

ア 通常指導は、毎年度、国の示す指導重点事項等に基づき、介護サービス事

業者等を選定する。

イ その他、特に指導を要すると認める介護サービス事業者等を対象に実施す

る。

② 合同指導

合同指導は、通常指導の対象とした介護サービス事業者等の中から選定する。

③ 実施回数

実地指導の実施回数については、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及

び介護医療院、(指定介護療養型医療施設)は、原則として３年に１回実施する

ものとし、指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者は、３年に

１回を標準とする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、年に１回以上実施

する。

ア 施設又は事業所の運営において、関係法令・通知等に照らし著しく適正を

欠くなど、重大な問題が認められる。

イ 施設又は事業所を開設して３年未満であり、継続指導の必要があると認め

られる。

ウ 前年度の実地指導において、第４ ５（２）③に規定する指摘事項が５以

上又は注意事項が１０以上あり、本年度に１回以上実施する必要があると

認められる。
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エ その他、介護高齢課と協議し、年に１回以上実施する必要があると認めら

れる。

（３）市町村との連携

県及び市町村は互いに連携を図り、必要な情報交換を行うことにより適切な集

団指導及び実地指導の実施に努めるものとする。

４ 指導の実施方針及び実施計画

（１）指導を効率的・効果的に実施するため、指導の重点事項、指導目標及び指導項

目等を掲げる社会福祉施設等に対する指導監査等の実施方針（以下「実施方針」

という。）を、毎年度、別に定めるものとする。

（２）実施方針に基づき、当該年度の実地指導等の実施時期、指導班の編成及び規模

等を含む実施計画を別に作成するものとする。

（３）介護サービス事業者等の運営等に問題が発生した場合、又は通報、現況報告書の

確認の結果等でそのおそれがあると認められる場合は、計画に係わらず適宜実地指

導を実施する。

５ 指導の実施方法等

（１）集団指導

① 通知

指導対象となる介護サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ集団指

導の実施日時、場所、出席者、指導内容等を文書により当該介護サービス事業

者等に通知する。

② 指導方法

集団指導は、介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度

改正内容及び過去の指導事例等について講習等の方式で行う。

なお、集団指導資料を群馬県ホームページへ掲載すること等により、広く必

要な情報を提供するよう努めるものとする。

（２）実地指導

① 通知

指導対象となる介護サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ実地指

導の根拠規定及び目的、実地指導の日時並び場所、指導担当者数、準備すべき

書類等を文書により当該介護サービス事業者等に通知する。ただし、必要と認

める場合には、実地指導の開始時に文書を提示することによって行う。

② 指導方法

実地指導は、要綱第４ ５（３）に規定する自主点検表に基づき、関係者から

関係書類等を基に説明を求め面談方式で行う。

③ 指導結果の通知等

実地指導の結果、法令、条例に規定する最低基準又は通知等が遵守されてい

ない場合及び過誤による調整を要すると認められた場合（以下「指摘事項」とい

う。）は、後日文書によってその旨を通知する。

なお、指摘事項に該当しない事項で、改善が必要な事項については、注意事項

とし、指摘事項と同様の方法により通知する。
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④ 改善報告書の提出

当該介護サービス事業者等に対して、指摘する場合は、指導結果通知書を送

付し、別に定める改善報告書の提出を求めるものとする。

なお、改善報告書の提出期日については、指導結果通知書発送日から３０日

以内とする。

⑤ 指導体制

実地指導は、原則として２名以上の指導班を編成して実施する。

（３）調査書等の提出

実地指導等の実施にあたっては、介護サービス事業者等から指導に必要となる

書類（自主点検表）等の提出を求めることができる。

６ 監査への変更

実地指導中に以下に該当する状況を確認した場合は、実地指導を中止し、直ちに

第５に定めるところにより監査を行うことができる。

（１）著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に

危害を及ぼすおそれがあると判断した場合

（２）報酬請求に誤りが確認され、その内容が、不正な請求と認められる場合

（３）実地指導の実施日前５年以内の監査により勧告を行った内容につき、改善が図

られていないか、一部図られていない事項がある場合

第５ 監査について

１ 監査の方針

監査は、介護給付等対象サービスの取扱い及び介護報酬の請求等に関する事項に

ついて不正又は著しい不当が疑われる場合等において、事実関係を的確に把握し、

公正かつ適正な措置をとることを方針とする。

２ 監査対象となる介護サービス事業者等の選定基準

監査は、次の場合に行うものとする。

（１）別表１に照らし、不正な請求の確認について必要があると認める場合

（２）虐待の疑いについて、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律（平成十七年十一月九日法律第百二十四号）第２４条に基づき確認の必要

があると認める場合

（３）指定申請書類の内容と実際に開設した内容に齟齬があり、不正な手段による指

定について確認の必要がある場合

（４）基準違反について、再三の指導にも係わらず、改善が認められず、必要がある

と認める場合

（５）（１）から（４）の他、下記に示す情報を踏まえて、指定基準違反等の確認につ

いて必要があると認める場合

① 要確認情報

ア 通報・苦情・相談等に基づく情報

イ 群馬県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）、地域包括支援

センター等へ寄せられる苦情

ウ 国保連・保険者（市町村）からの通報・情報
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エ 介護給付費適正化システムの分析から特異傾向を示す事業者

オ 法第１１５条の３５第４項及び平成１８年旧法第１１５条の３５第４項の

規定に該当する報告の拒否等に関する情報

② 実地指導において確認した情報

法第２４条及び平成１８年旧法第２４条に基づく指導により確認した、介護サ

ービス事業者等についての指定基準違反等

３ 監査方法等

（１）報告等

知事は、指定基準違反等の確認について必要があると認めるときは、監査実施

通知を交付した上で、介護サービス事業者等に対し、報告若しくは帳簿書類の提

出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該介護サービス事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他

の物件の検査（以下「実地検査等」という。）を行うものとする。

（２）監査実施通知

監査実施通知は、あらかじめ次に掲げる事項を文書により介護サービス事業者等

に通知する。

ただし、必要と認める場合には、監査の開始時に文書を提示することによって行

う。

① 監査の根拠規定

② 監査の日時

③ 監査担当者数

④ 監査対象施設（事業所）

（３）市町村長による実地検査等

① 市町村長は、指定権限が県にある指定居宅サービス事業者等、指定介護老人

福祉施設開設者等、介護老人保健施設開設者等、介護医療院開設者（指定介護

療養型医療施設開設者)及び指定介護予防サービス事業者等（以下「県指定介護

サービス事業者」という。）について、実地検査等を行う場合、事前に実施する

旨の情報提供を知事に対し行うものとする。

なお、県指定介護サービス事業者の介護給付等対象サービスに関して、複数

の市町村に関係がある場合には、県が総合的な調整を行うものとする。

② 市町村長は、指定基準違反と認めるときは、文書によって県に通知を行うも

の とする。

なお、県と市町村が同時に実地検査等を行っている場合には、省略すること

ができるものとする。

③ 知事は前号の通知があったときは、速やかに以下の５～７に定める措置をと

るものとする。

４ 監査結果の通知等

（１）監査の結果の通知

監査の結果、勧告には至らないが、改善を要すると認められた事項については、

後日文書によってその旨を通知する。

（２）報告書の提出
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当該介護サービス事業者等に対しては、改善期日を記載した監査結果通知書を

送付し、改善報告書の提出を求めるものとする。

なお、改善報告書の提出期日については、監査結果通知書発送日から３０日以

内とする。

５ 行政上の措置

知事は、指定基準違反等が認められた場合には、法第５章及び平成１８年旧法第

５章に掲げる「勧告、命令等」、「指定の取消し等」、「業務運営の勧告、命令等」、「許

可の取消し等」の規定に基づき行政上の措置を機動的に行うものとする。

（１）勧告

介護サービス事業者等に指定基準違反の事実が確認された場合、当該介護サー

ビス事業者等に対し、期限を定めて、文書により基準を遵守すべきことを勧告す

ることができる。

これに従わなかったときは、その旨を公表することができる。

なお、勧告を受けた介護サービス事業者等は、期限内に文書により知事へ報告

する。

（２）命令

介護サービス事業者等が正当な理由がなく、その勧告に係る措置をとらなかっ

たときは、当該介護サービス事業者等に対し、期限を定めて、その勧告に係る措

置をとるべきことを命令することができる。

なお、命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。

また、命令を受けた介護サービス事業者等は、期限内に文書により報告する。

（３）指定の取消し等

知事は、指定基準違反等の内容等が、法第７７条第１項各号、第９２条第１項

各号、第１０４条第１項各号及び第１１５条の９第１項各号並びに平成１８年旧

法第１１４条第１項各号のいずれかに該当する場合においては、当該介護サービ

ス事業者等に係る指定・許可を取消し、又は期間を定めてその指定・許可の全部

若しくは一部の効力の停止をすること（以下「指定の取消し等」という。）ができ

る。

６ 聴聞等

知事は、監査の結果、当該介護サービス事業者等が命令又は指定の取消し等の処

分（以下「取消処分等」という。）に該当すると認められる場合は、監査後、取消処

分等の予定者に対して、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項各号

の規定に基づき聴聞又は弁明の機会の付与を行わなければならない。

ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するときは、これらの規定は適用しな

い。

７ 経済上の措置

（１）勧告、命令、指定の取消し等を行った場合に、保険給付の全部又は一部につい

て当該保険給付に関係する保険者に対し法第２２条第３項及び平成１８年旧法第

２２条第３項に基づく不正利得の徴収等として徴収を行うよう指導するものとす

る。

（２）命令又は指定の取消し等を行った場合には、当該サービス事業者等に対し、原

則として、法第２２条第３項及び平成１８年旧法第２２条第３項の規定によりに

返還額に１００分の４０を乗じて得た額を支払わせるよう指導するものとする。
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第６ 指導及び監査の実施機関

指導及び監査の実施機関は、原則として監査指導課とする。ただし、必要に応じ、

監査指導課、介護高齢課、市町村（保険者）等との合同で実施することができるもの

とする。

第７ 関係機関及び市町村（保険者）との連携

（１）指導及び監査にあたっては、介護高齢課、国保連及び市町村（保険者）との連

携を図り、効果的に実施するよう努める。

（２）県は、市町村が行う介護サービス事業者等の指導及び監査について報告を求め、

必要な助言及び適切な援助を行うものとする。

第８ その他

（１）法第１９７条第１項及び平成１８年旧法第１９７条第１項の規定に基づき、監

査及び行政措置の実施状況について、厚生労働省老健局総務課介護保険指導室に

報告を行う。

（２）この要綱に定めるもののほか、指導及び監査の実施に必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、従前の群馬県介護保険サービス事業者

等指導要綱及び群馬県介護保険サービス事業者等監査要綱は廃止する。

附 則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
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（別表１）

群馬県介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱第５の２

(１)で定める監査の対象とする事業者等の選定基準について

不正請求に係る通報があった場合 次 情

回 報

実 収

地 集

通報（内容は問わない。）に具体性・信憑性がある。 No 指 を

導 継

例：従業員や利用者による実名の通報である。 で 続

情報提供を受けた書類等から不正であることが明らかである。 確 or
等 認

Yes

故意の疑いがある。

No
例：事実と異なるサービス提供記録が複数あり、誤記とは解せない。 ※ 随

等 必 時

要 の

Yes に 実

応 地

反復継続の疑いがある。 No じ 指

て 導

例：不正行為が 1回（一度）のみでない。 等 無 を

通 実

Yes 告 施

組織性の疑いがあるか。 No
例：不正行為を管理者等が自ら行っている。

不正行為について、管理者等の指示がある。

不正行為について、複数の従業員が行っている。 等

Yes

監査を実施



- 21 -

群馬県障害福祉サービス事業者等指導及び監査実施要綱

第１ 趣旨

この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１条、第４８条、第５１条の２

７及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）第２１条の５の２２、第２４条の

１５、第５７条の３の３の規定に基づき、指定障害者支援施設の設置者、指定障害

福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者、指定障害児通所支援事業者、指定

障害児入所施設の設置者（以下「障害福祉サービス事業者等」という。）に対して、

県が行う指導及び監査について、基本的事項を定める。

第２ 指導及び監査の目的

指導は、障害福祉サービス事業者等に対して行う自立支援給付、障害児通所給付

費及び障害児入所給付費（以下「自立支援給付等」という。）に係る障害福祉サービ

ス等 （以下「自立支援給付等対象サービス」という。）の内容並びに自立支援給付

等に係る費用（ 以下「報酬」という。）の請求等に関し、法令、通達に対する適合

状況等について、個別に明らかにし、利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭にお

いて、障害福祉サービス事業者等の支援を基本とし自立支援給付等対象サービスの

質の確保及び自立支援給付等の適正化を図ることを目的とする。

監査は、自立支援給付等対象サービスの内容及び報酬の請求に関し、法及び児童

福祉法に定める勧告、命令、指定の取消し並びに期間を定めたその効力の全部若し

くは一部の停止（以下「指定取消処分等」という。）に該当する場合、又は報酬の請

求について、不正若しくは著しい不当が疑われる場合（以下「指定基準違反等」と

いう。）において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置を採ることを主眼

とし、自立支援給付等対象サービスの質の確保及び自立支援給付等の適正化を図る

ことを目的とする。

第３ 指導及び監査の対象

この要綱に基づく指導及び監査の対象は、県が所管する次に掲げる障害福祉サービ

ス事業者等とする。

１ 指定障害者支援施設

２ 指定障害福祉サービス

３ 指定一般相談支援

４ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設、指定障害児通所支援（児童発達支援セ

ンターを含む）

第４ 指導について

１ 指導の方針

自立支援給付等対象サービスの取扱い及び報酬の請求等に関する事項について、

周知するとともに、改善の必要があると認められる事項については、適切な助言及

び指導を行うことを方針として実施する。
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２ 指導形態等

指導の形態は次のとおりとする。

（１）集団指導

指導の対象となる障害福祉サービス事業者等を、必要な指導の内容に応じ、一

定の場所に集めて講習等の方法により行う。

（２）実地指導

指導の対象となる障害福祉サービス事業者等の事業所において実地に行う。

① 通常指導

県が単独で実地指導を行う。

② 合同指導

県が厚生労働省や市町村等と合同で実地指導を行う。

３ 指導対象の選定基準

指導は全ての障害福祉サービス事業者等を対象とするが、重点的かつ効率的な指

導を行う観点から、毎年度作成する実施計画において、事業種別毎の状況に応じて

選定する。

（１）集団指導の選定基準

集団指導の選定については、自立支援給付等対象サービスの取扱い、報酬請求

の内容、制度改正内容及び過去の指導事例等に基づく指導内容に応じて選定する。

（２）実地指導の選定基準

① 通常指導

ア 通常指導は、国の示す「指定障害福祉サービス事業者等指導指針」等に基

づき、障害福祉サービス事業者等を選定する。

イ その他、特に指導を要すると認める障害福祉サービス事業者等を対 象に

実施する。

② 実施回数

実地指導の実施回数については、原則として以下のとおりとする。

ア 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設、児童発達支援センター

１年に１回

イ 指定障害者支援施設 ３年に１回

ウ 指定障害福祉サービス ３年に１回

エ 児童福祉法に基づく指定障害児通所支援 ３年に１回

オ 指定一般相談支援 ３年に１回

ただし、次のいずれかに該当する場合は、年に１回以上実施する。

㋐ 施設又は事業所の運営において、関係法令・通知等に照らし著しく適正を

欠くなど、重大な問題が認められる。

㋑ 施設又は事業所を開設して３年未満であり、継続指導の必要があると認め

られる。

㋒ 前年度の実地指導において、第４ ５（２）③に規定する指摘事項が５以

上又は注意事項が１０以上あり、本年度に１回以上実施する必要があると

認められる。

㋓ 障害政策課と協議し、年に１回以上実施する必要があると認められる。
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（３）市町村との連携

県及び市町村は互いに連携を図り、必要な情報交換を行うことにより適切な集

団指導、実地指導の実施に努めるものとする。

４ 指導の実施方針及び実施計画

(１）指導を効率的・効果的に実施するため、指導の重点事項、指導目標及び指導項

目等を掲げる社会福祉施設等に対する指導監査等の実施方針（以下「実施方針」

という。）を、毎年度、別に定めるものとする。

（２）実施方針に基づき、当該年度の実地指導等の実施時期、指導班の編成及び規模

等を含む実施計画を別に作成するものとする。

（３）障害福祉サービス事業者等の運営等に問題が発生した場合、又は通報、現況報

告書の確認の結果等でそのおそれがあると認められる場合は、計画に係わらず適宜

実地指導を実施する。

５ 指導の実施方法等

（１）集団指導

① 通知

指導対象となる障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ集

団指導の実施日時、場所、出席者、指導内容等を文書により当該障害福祉サー

ビス事業者等に通知する。

② 指導方法

集団指導は、自立支援給付等対象サービスの取扱い、報酬請求の内容、制度

改正内容及び過去の指導事例等について講習等の方式で行う。

なお、集団指導資料を群馬県ホームページへ掲載すること等により、広く必

要な情報を提供するよう努めるものとする。

（２）実地指導

① 通知

指導対象となる障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ

実地指導の根拠規定及び目的、実地指導の日時及び場所、指導担当者数、準

備すべき書類等を文書により当該障害福祉サービス事業者等に通知する。

ただし、必要と認める場合には、実地指導の開始時に文書を提示すること

によって行う。

② 指導方法

実地指導は、要綱第４ ５（３）に規定する自主点検表に基づき、関係者

から関係書類等を基に説明を求め面談方式で行う。

③ 指導結果の通知等

実地指導の結果、法令、条例に規定する最低基準又は通知等が遵守されて

いない場合及び過誤による調整を要すると認められた場合（以下「指摘事項」

という。）は、後日文書によってその旨を通知する。

なお、指摘事項に該当しない事項で、改善が必要な事項については、注意事

項とし、指摘事項と同様の方法により通知する。

④ 改善報告書の提出
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当該障害福祉サービス事業者等に対して、文書により改善を指摘する場合は、

指導結果通知書を送付し、別に定める改善報告書の提出を求めるものとする。

なお、改善報告書の提出期日については、指導結果通知書発送日から３０日

以内とする。

また、文書により改善を指摘した事項のうち、注意事項については、改善報

告書の提出を求めないことができる。

⑤ 指導体制

実地指導は、原則として２名以上の指導班を編成して実施する。

(３）調査書等の提出

実地指導等の実施にあたっては、障害福祉サービス事業者等から指導に必要と

なる書類（自主点検表）等の提出を求めることができる。

６ 監査への変更

実地指導中に以下に該当する状況を確認した場合は、実地指導を中止し、直ちに

第５に定めるところにより監査を行うことができる。

（１）著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に

危害を及ぼすおそれがあると判断した場合

（２）報酬請求に誤りが確認され、その内容が、不正な請求と認められる場合

（３）実地指導の実施日前５年以内の監査により勧告を行った内容につき、改善が図

られていないか、一部図られていない事項がある場合

第５ 監査について

１ 監査の方針

監査は、自立支援給付等対象サービスの取扱い及び報酬の請求等に関する事項に

ついて不正又は著しい不当が疑われる場合等において、事実関係を的確に把握し、

公正かつ適正な措置をとることを方針とする。

２ 監査対象となる障害福祉サービス事業者等の選定基準

監査は、次の場合に行うものとする。

（１）別表１に照らし、不正な請求の確認について必要があると認める場合

（２）虐待の疑いについて、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に

関する法律（平成二十三年六月二十四日法律第七十九号）第１９条に基づき確

認の必要があると認める場合

（３）指定申請書類の内容と実際に開設した内容に齟齬があり、不正な手段による

指定について確認の必要がある場合

（４）基準違反について、再三の指導にも係わらず、改善が認められず、必要があ

ると認める場合

（５）（１）から（４）の他、下記に示す情報を踏まえて、指定基準違反等の確認に

ついて必要があると認める場合

① 要確認情報

ア 通報・苦情・相談等に基づく情報

イ 市町村、相談支援事業所等へ寄せられる苦情

ウ 群馬県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という）、支給決定権
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者（市町村）からの通報・情報

エ 自立支援給付等の請求データ等の分析から特異傾向を示す事業者

② 実地指導において確認した情報

ア 法第１１条に基づく指導により確認した、障害福祉サービス等につい

ての指定基準違反等

イ 児童福祉法第２４条の１５及び第２１条の５の２２に基づく指導によ

り確認した、指定障害児入所施設の設置者、指定障害児通所支援事業者、

児童発達支援センターの設置者についての指定基準違反等

３ 監査方法等

（１）報告等

知事は、指定基準違反等の確認について必要があると認めるときは、監査実

施通知を交付した上で、障害福祉サービス事業者等に対し、報告若しくは帳簿

書類の提出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して

質問させ、若しくは当該障害福祉サービス事業所に立ち入り、その設備若しく

は帳簿書類その他の物件の検査（以下「実地検査等」という。）を行うものとす

る。

（２）監査実施通知

監査実施通知は、あらかじめ次に掲げる事項を文書により障害福祉サービス事

業者等に通知する。

ただし、必要と認める場合には、監査の開始時に文書を提示することによって

行う。

① 監査の根拠規定

② 監査の日時

③ 監査担当者数

④ 監査対象施設（事業所）

（３）市町村長による実地検査等

① 市町村長は、指定障害福祉サービス事業者等について、実地検査等を行

う場合、事前に実施する旨の情報提供を知事に対し行うものとする。

なお、指定障害福祉サービス事業者等の自立支援給付等対象サービスに

関して、複数の市町村に関係がある場合には、県が総合的な調整を行うも

のとする。

② 市町村長は、指定基準違反と認めるときは、文書によって県に通知を行

うものとする。

なお、県と市町村が同時に実地検査等を行っている場合には、省略する

ことができるものとする。

③ 知事は前項の通知があったときは、速やかに以下の５～７に定める措置

をとるものとする。

４ 監査結果の通知等

（１）監査の結果の通知

監査の結果、勧告には至らないが、改善を要すると認められた事項について

は、後日文書によってその旨を通知する。
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（２）報告書の提出

当該障害福祉サービス事業者等に対しては、監査結果通知書を送付し、別に

定める改善報告書の提出を求めるものとする。

なお、改善報告書の提出期日については、監査結果通知書発送日から３０日

以内とする。

５ 行政上の措置

知事は、指定基準違反等が認められた場合には、法及び児童福祉法に掲げる「勧

告、命令等」、「指定の取消し等」、「業務運営の勧告、命令等」、「許可の取消し等」

の規定に基づき行政上の措置を機動的に行うものとする。

（１）勧告

障害福祉サービス事業者等に指定基準違反の事実が確認された場合、当該障害

福祉サービス事業者等に対し、期限を定めて、文書により基準を遵守すべきこと

を勧告することができる。

これに従わなかったときは、その旨を公表することができる。

なお、勧告を受けた当該障害福祉サービス事業者等は、期限内に文書により知

事へ報告する。

（２）命令

障害福祉サービス事業者等が正当な理由がなく、その勧告に係る措置をとらな

かったときは、当該障害福祉サービス事業者等に対し、期限を定めて、その勧告

に係る措置をとるべきことを命令することができる。

なお、命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。

また、命令を受けた場合において、当該障害福祉サービス事業者等は、期限内

に文書により報告を行うものとする。

（３）指定の取消し等

知事は、指定基準違反等の内容等が、法第５０条第１項各号、第５１条の２９

第１項各号、児童福祉法第２１条の５の２３第１項各号、第２４条の１７第１項

各号のいずれかに該当する場合においては、当該障害福祉サービス事業者等に係

る指定・許可を取り消し、又は期間を定めてその指定・許可の全部若しくは一部

の効力の停止をすること（以下「指定の取消し等」という。）ができる。

６ 聴聞等

知事は、監査の結果、当該障害福祉サービス事業者等が命令又は指定の取消し等

の処分（以下「取消処分等」という。）に該当すると認められる場合は、監査後、取

消処分等の予定者に対して、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項

各号の規定に基づき聴聞又は弁明の機会の付与を行わなければならない。

ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するときは、これらの規定は適用しな

い。

７ 経済上の措置

（１）勧告、命令、指定の取消し等を行った場合に、自立支援給付等の全部又は一部

について当該自立支援給付等に関係する市町村に対し、法第２２条第３項に基づ

く不正利得の徴収等として徴収を行うよう指導するものとする。

（２）命令又は指定の取消し等を行った場合には、当該サービス事業者等に対し、原
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則として、法第２２条第３項の規定により返還額に１００分の４０を乗じて得た

額を支払わせるよう指導するものとする。

第６ 指導及び監査の実施機関

指導及び監査の実施機関は、原則として監査指導課とする。

ただし、必要に応じ、監査指導課、障害政策課、市町村（支給決定権者）等との合

同で実施することができるものとする。

第７ 関係機関及び市町村（支給決定権者）との連携

（１）指導及び監査にあたっては、障害政策課、国保連、市町村（支給決定権者）と

の連携を図り、効果的に実施するよう努める。

（２）県は、市町村が行う障害福祉サービス事業者等の指導及び監査について報告を

求め、必要な助言及び適切な援助を行うものとする。

第８ その他

（１）監査及び行政措置の実施状況について、必要に応じて厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部企画課に報告を行う。

（２）この要綱に定めるもののほか、指導及び監査の実施に必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、従前の群馬県指定障害福祉サービス事

業者等指導要綱及び群馬県障害福祉サービス事業者等監査要綱は廃止する。

附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
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（別表１）

群馬県障害福祉サービス事業者等指導及び監査実施要綱第５の２

(１)で定める監査の対象とする事業者等の選定基準について

不正請求に係る通報があった場合 次 情

回 報

実 収

地 集

通報（内容は問わない。）に具体性・信憑性がある。 No 指 を

導 継

例：従業員や利用者による実名の通報である。 で 続

情報提供を受けた書類等から不正であることが明らかである。 確 or
等 認

Yes

故意の疑いがある。

No
例：事実と異なるサービス提供記録が複数あり、誤記とは解せない。 ※ 随

等 必 時

要 の

Yes に 実

応 地

反復継続の疑いがある。 No じ 指

て 導

例：不正行為が 1回（一度）のみでない。 等 無 を

通 実

Yes 告 施

組織性の疑いがあるか。 No
例：不正行為を管理者等が自ら行っている。

不正行為について、管理者等の指示がある。

不正行為について、複数の従業員が行っている。 等

Yes

監査を実施



３　指導監査の実施概要

（１）社会福祉法人

実施数 実施率(%)

 保護施設等設置社会福祉法人 1 0 0.0  健康福祉課

 老人福祉施設等　　　　〃 33 4 12.1%  介護高齢課

 障害児(者)福祉施設等　〃 25 4 16.0%  障害政策課

 社会福祉協議会等　　　〃 25 5 20.0%  健康福祉課

84 13 15.5%

注１）

注２）

注３）

（２）社会福祉施設等、介護保険施設、障害児(者)福祉施設

実施数 実施率(%)

5 1 20.0
 健康福祉課、
 生活こども課

 老人福祉施設 52 6 11.5  介護高齢課

57 7 12.3

 指定介護老人福祉施設 107 12 11.2  介護高齢課

 介護老人保健施設 53 5 9.4  介護高齢課

 指定介護療養型医療施設 1 0 0.0  介護高齢課

 介護医療院 9 0 0.0  介護高齢課

170 17 10.0

 福祉型障害児入所施設 3 1 33.3  障害政策課

 医療型障害児入所施設 6 1 16.7  障害政策課

 障害者支援施設 32 1 3.1  障害政策課

41 3 7.3

268 27 10.1

注１）

注２） 特別養護老人ホームは、指定介護老人福祉施設で計上しています。

所管課

複数の事業種別を経営する法人は、主たる事業種別に計上しています。

老人福祉施設等には、介護保険施設を含みます。

合　計

計

計

 保護施設、婦人保護施設等

社会福祉施設等

障害児(者)
福祉施設

介護保険施設

計

事業種別

対象数は、前年度末の対象数です。

社会福祉施設等、障害児（者）福祉施設の対象数は、前年度末の対象数です。

事業種別 対象数
実施状況

所管課

合　計

対象数
実施状況
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（３）介護保険居宅サービス事業所、障害福祉サービス事業所等

実施数 実施率(%)

5,346 81 1.5  介護高齢課

878 27 3.1  障害政策課

265 38 14.3  障害政策課

6,489 146 2.2

注１）

注２）

注３） 障害児通所支援事業所は、児童発達支援や放課後等デイサービス等のサービスを提供
する事業所です。

介護保険居宅(介護予防)サービス事業所等は、訪問介護等の居宅サービス、要支援者
に対する介護予防サービスを提供する事業所及びケアマネジメントを行う居宅介護支
援事業所です。なお、居宅介護支援事業所の指導監査等の権限は平成３０年度から市
町村へ移譲されています。

合　計

障害福祉サービス事業所等は、居宅介護等の訪問系、グループホーム等の居住系、生
活介護や就労支援等の通所系サービス、一般相談支援事業を提供する事業所です。

 障害福祉サービス事業所等

 障害児通所支援事業所

事業種別 対象数
実施状況

所管課

 介護保険居宅(介護予防)サービス事業所等
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ア　介護保険居宅（介護予防）サービス事業所等別実施状況の内訳

 居宅介護支援事業所 － － －

 訪問介護 333 23 6.9

 訪問入浴介護 19 0 0.0

 訪問看護 295 1 0.3

 訪問リハビリテーション 101 1 1.0

 居宅療養管理指導 1,348 0 0.0

 通所介護 440 13 3.0

 通所リハビリテーション 120 4 3.3

 短期入所生活介護 160 11 6.9

 短期入所療養介護 72 4 5.6

 特定施設入居者生活介護 47 0 0.0

 福祉用具貸与 74 1 1.4

 特定福祉用具販売 71 1 1.4

計 3,080 59 1.9

 訪問介護 － － －

 訪問入浴介護 15 0 0.0

 訪問看護 285 1 0.4

 訪問リハビリテーション 100 1 1.0

 居宅療養管理指導 1,331 0 0.0

 通所介護 － － －

 通所リハビリテーション 120 4 3.3

 短期入所生活介護 154 10 6.5

 短期入所療養介護 70 4 5.7

 特定施設入居者生活介護 46 0 0.0

 福祉用具貸与 74 1 1.4

 特定福祉用具販売 71 1 1.4

計 2,266 22 1.0

5,346 81 1.5

「訪問看護」「訪問リハビリテーション」「通所リハビリテーション」について
は、保険医療機関のみなし指定を含みます。

居宅介護支援事業所は、平成３０年度から指導監査等の権限が市町村へ移譲されま
した。また、介護予防サービス事業所のうち、訪問介護及び通所介護については、
平成３０年度から市町村の介護予防・日常生活支援総合事業で実施されています。

注２）

居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

合     計

区　分 対象事業所数 実施数 実施率(%)

注１）
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イ　障害福祉サービス事業所等、障害児通所支援事業所別実施状況の内訳

 居宅介護事業所 140 0 0.0

 重度訪問介護事業所 132 0 0.0

 同行援護事業所 53 0 0.0

 行動援護事業所 10 0 0.0

 療養介護事業所 3 1 33.3

 生活介護事業所 121 5 4.1

 短期入所事業所 63 3 4.8

 自立訓練(機能訓練)事業所 2 0 0.0

 自立訓練(生活訓練)事業所 9 0 0.0

 就労移行支援事業所 21 1 4.8

 就労継続支援(Ａ型)事業所 32 2 6.3

 就労継続支援(Ｂ型)事業所 113 10 8.8

7 0 0.0

5 0 0.0

 共同生活援助事業所 106 5 4.7

 一般相談支援事業所（地域移行支援事業所） 33 0 0.0

 一般相談支援事業所（地域定着支援事業所） 28 0 0.0

878 27 3.1

12 1 8.3

 児童発達支援事業所(センターを除く) 60 8 13.3

 医療型児童発達支援事業所 - - -

 放課後等デイサービス事業所 176 28 15.9

 居宅訪問型児童発達支援 2 0 0.0

 保育所等訪問支援事業所 15 1 6.7

265 38 14.3

1,143 65 5.7

 児童発達支援センター(児童福祉施設･中核市
含む)

 就労定着支援

注）対象数は、前年度末の対象数です。

 自立生活援助

実施率(%)

合     計

障
害
福
祉
サ
｜
ビ
ス
事
業
所
等

計

計

実施数区　分 対象事業所数

障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
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４　指導監査の実施状況・結果

（１）社会福祉法人

　　◎事業種別毎の文書指摘件数(事業種別はその法人が設置している主たる施設等）

事業種別 保護施設等 老人福祉施設等 障害児(者)福祉施設等 社会福祉協議会等 合　計

対象数 1 33 25 25 84

実施数 0 4 4 5 13

実施率(%) 0.0 12.1 16.0 20.0 15.5

指摘法人数 0 3 2 5 10

0 2 1 7 10

１法人当たり 0.0 0.5 0.3 1.4 0.8

0 0 0 0 0

１法人当たり 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 3 2 4 9

１法人当たり 0.0 0.8 0.5 0.8 0.7

0 5 3 11 19

１法人当たり 0.0 1.3 0.8 2.2 1.5

注１）対象数は、前年度末の対象数です。
注２）老人福祉施設等には、特別養護老人ホーム（指定介護老人福祉施設）及び介護老人保健施設を含みます。
注３）この表における障害児(者)福祉施設等は障害児・障害者の入所施設や通所サービス等です。

項
目

管　　理

組織運営

事　　業

合　　計

- 33 -



（２）社会福祉施設

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

事業種別 保護施設等 老人福祉施設 合　計

対象数 5 52 57

実施数 1 6 7

実施率(%) 20.0 11.5 12.3

文書指摘法人数 0 1 1

0 2 2

１施設当たり -  0.3 0.3

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 0 0

１施設当たり -  -  -  

0 2 2

１施設当たり 0.0 0.3 0.3

注１）対象数は、前年度末の対象数です。
注２）保護施設等は救護施設、無料低額宿泊所及び婦人保護施設です。
注３）老人福祉施設は養護老人ホーム及び軽費老人ホームです。

預り金

財務会計

合　　計

運営基準

利用料等

食事の提供

職員処遇

設備基準

防災対策

人員基準

項
目
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（３）介護保険施設

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 107 53 1 9 170

実施数 12 5 0 0 17

実施率(%) 11.2 9.4 0.0 0.0 10.0

文書指摘施設数 4 2 0 0 6

1 0 0 0 1

１施設当たり 0.1 -  -  -  0.1

1 0 0 0 1            

１施設当たり 0.1 -  -  -  0            

0 0 0 0 -            

１施設当たり -  -  -  -  -            

1 1 0 0 2            

１施設当たり 0.1 0.2 -  -  0.1

4 1 0 0 5

１施設当たり 0.3 0.2 -  -  0.3

0 0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 -            

１施設当たり -  -  -  -  -            

0 0 -            

１施設当たり -  -  -            

0 0 0 0 -            

１施設当たり -  -  -  -  -            

7 2 0 0 9

１施設当たり 0.6 0.4 0.0 0.0 0.5

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

介護医療院

項
目

預り金

財務会計

合　　計

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

合　計

職員処遇

設備基準

防災対策

事業種別

人員基準

指定介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

指定介護
療養型

医療施設

運営基準

給付費・加算等

食事の提供
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事業種別
福祉型

障害児入所施設
医療型

障害児入所施設
障害者支援施設 合計

対象数 3 6 32 41

実施数 1 1 1 3

実施率(%) 33.3 16.7 3.1 7.3

文書指摘法人数 0 0 0 0

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり -  -  -  -  

0 0 0 0

１施設当たり 0.0 0.0 0.0 0.0

注１）対象数は、前年度末の対象数です。
注２）「利用料等」は、給付費・加算等が含まれます。

預り金

財務会計

合　　計

運営基準

利用料等

食事の提供

職員処遇

設備基準

防災対策

人員基準

（４）障害児(者)福祉施設

    ◎事業種別毎の文書指摘件数

項
目
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（５）居宅サービス事業所
　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 333 19 295 101 1,348 440 120 160 72 47 74 71 3,080

実施数 23 0 1 1 0 13 4 11 4 0 1 1 59

実施率(%) 6.9 0.0 0.3 1.0 0.0 3.0 3.3 6.9 5.6 0.0 1.4 1.4 1.9

文書指摘事業所数 15 0 1 0 0 8 1 1 1 0 1 1 29

3 0 1 0 0 3 0 0 0 0 2 2 11

１事業所当たり 0.1 -  1.0 -  -  0.2 -  -  -  -  2.0 2.0 0.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

1 0 0 0 0 0 0 1

１事業所当たり 0.1 -  -  -  -  -  -  0.0

22 0 1 0 0 7 1 1 1 0 4 2 39

１事業所当たり 1.0 -  1.0 -  -  0.5 0.3 0.1 0.3 -  4.0 2.0 0.7

1 0 1 0 0 5 0 0 0 0 0 0 7

１事業所当たり 0.0 -  1.0 -  -  0.4 -  -  -  -  -  -  0.1

0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  

26 0 3 0 0 16 1 1 1 0 6 4 58

１事業所当たり 1.1 - 3.0 0.0 0.0 1.2 0.3 0.1 0.3 0.0 6.0 4.0 1.0

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

届出

合　　計

運営基準

給付費・加算等

預り金

食事の提供

通所リハ
短期入所
生活介護

短期入所
療養介護

特定施設
福祉用具

貸与
特定福祉
用具販売

合　計通所介護

設備基準

防災対策

居宅療養
管理指導

人員基準

訪問リハ
事業
種別

訪問介護
訪問入浴

介護
訪問看護

項
目
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（６）介護予防サービス事業所
　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 15 285 100 1,331 120 154 70 46 74 71 2,266

実施数 0 1 1 0 4 10 4 0 1 1 22

実施率(%) 0.0 0.4 1.0 0.0 3.3 6.5 5.7 0.0 1.4 1.4 1.0

文書指摘事業所数 0 1 0 0 1 1 1 0 1 1 6

0 1 0 0 0 0 0 0 2 2 5

１事業所当たり -  1.0 -  -  -  -  -  -  2.0 2.0 0.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 1 0 0 1 1 1 0 4 2 10

１事業所当たり -  1.0 -  -  0.3 0.1 0.3 -  4.0 2.0 0.5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  0.0

0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 2 0 0 1 1 1 0 6 4 15

１事業所当たり - 2.0 0.0 0.0 0.3 0.1 0.3 0.0 6.0 4      0.7

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

合　　計

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

届出

預り金

食事の提供

運営基準

給付費・加算等

防災対策

人員基準

設備基準

特定施設
福祉用具

貸与
特定福祉
用具販売

訪問リハ
居宅療養
管理指導

通所介護 通所リハ
短期入所
生活介護

短期入所
療養介護

項
目

事業
種別

訪問介護
訪問入浴

介護
訪問看護 合　計
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（７）障害福祉サービス事業所等

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 140 132 53 10 3 121 63 2 9 21 32 113 7 5 106 33 28 878

実施数 0 0 0 0 1 5 3 0 0 1 2 10 0 0 5 0 0 27

実施率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 4.1 4.8 0.0 0.0 4.8 6.3 8.8 0.0 0.0 4.7 0.0 0.0 3.1

文書指摘事業所数 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0 1 10 0 0 4 0 0 20

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 2 0 0 5

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.3 -  -  0.4 -  -  0.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 12 0 0 4 0 0 18

１事業所当たり -  -  -  -  -  0.4 -  -  -  -  -  1.2 -  -  0.8 -  -  0.7

0 0 0 0 0 5 1 0 0 0 1 8 0 0 1 0 0 16

１事業所当たり -  -  -  -  -  1.0 0.3 -  -  -  0.5 0.8 -  -  0.2 -  -  0.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3

１事業所当たり -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  0.3 -  -  -  -  -  0.1

0 0 0 0 0 7 1 0 0 0 1 26 0 0 7 0 0 42

１施設当たり 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4 0.3 - - 0.0 0.5 2.6 - - 1.4 - - 1.6

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

人員基準

職員処遇

就労継続
支援
(Ａ型)

就労継続
支援
(Ｂ型)

共同生活
援助

地域移行
支援

地域定着
支援

合　計療養介護 生活介護 短期入所
自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓

練）

運営基準

給付費・加算等

食事の提供

防災対策

預り金

届出

就労定着
支援

自立生活
援助

その他

合　　計

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。

就労移行
支援

事業種別 居宅介護
重度訪問
介護

同行援護 行動援護

項
目
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（８）障害児通所支援事業所

　　◎事業種別毎の文書指摘件数

対象数 12 60 - 176 2 15 265

実施数 1 8 - 28 0 1 38

実施率(%) 8.3 13.3 - 15.9 0.0 6.7 14.3

文書指摘事業所数 0 5 - 17 0 0 22

0 2 0 11 0 0 13

１事業所当たり - 0.3 -  0.4 -  -  0.3

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - -  -  -  -  -  0.0

0 2 0 3 0 0 5

１事業所当たり - 0.3 -  0.1 -  -  0.1

0 14 0 31 0 0 45

１事業所当たり - 1.8 -  1.1 -  -  1

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - -  -  -  -  -  0.0

0 0 0 0 0 0 0

１事業所当たり - -  -  -  -  -  0.0

0 18 0 45 0 0 63

１事業所当たり 0.0 2.3 -  1.6 0.0 0.0 1.7

注１）対象数は、前年度末の対象数です。

保育所等
訪問支援

合　計

人員基準

合　　計

職員処遇

防災対策

運営基準

給付費・加算等

届出

その他

設備基準

項
目

事業種別

児童発達支
援センター
(児童福祉施
設・中核市

含む）

児童発達支
援(センター

除く)

医療型児童
発達支援

居宅訪問型
児童発達支

援

放課後等
デイサービ

ス

注２）表中の斜線部は指導検査の対象外の項目です。
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４－２　文書指摘の内訳

（１）社会福祉法人

指摘件数

 理事会の議事録の記録及び保存が不適切 1

 役員の選任手続きが不適切 2

 理事会の要議決事項に係る審議が未実施 4

 理事会で特定の理事（監事）が欠席 2

 その他 1

 決算関係書類が不適切 8

 経理事務処理が不十分 1

19

（２）社会福祉施設

指摘件数

2

2

（３）介護保険施設

指摘件数

1

1

2

2

2

1

9

（４）障害児(者)福祉施設

指摘件数

0

0

0

対象法人数

実施法人数

実施率(%)

文書指摘法人数

84

管理

項　目 指　　摘　　内　　容

13

15.5

10

組織運営

合　　　計

57

7

合　　　計

人員基準

実施率(%)

文書指摘施設数

項　目 指　　摘　　内　　容

12.3

1

対象施設数

実施施設数

 配置基準職員の不足（軽費）

文書指摘施設数 6

対象施設数 170

実施施設数 17

実施率(%) 10.0

合　　　計

対象施設数 41

 サービス計画の作成が不適切（特養）

 防災訓練未実施・回数不足（特養、老健）

 入退所の検討の不備(特養）

防災対策

 事故発生時の対応が不適切(特養、老健）運営基準

 健康診断の回数不足(特養）

人員基準

職員処遇

項　目 指　　摘　　内　　容

 施設長に勤務実態がない(特養）

実施施設数 3

実施率(%) 7.3

文書指摘施設数 0

合　　　計

項　目 指　　摘　　内　　容

運営基準  避難及び消火訓練の実施（医療型障害児入所）

給付費・加算等  各種加算の算定が不適切（栄養士配置加算）（福祉型障害児入所）
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（５）介護保険（介護予防）居宅サービス事業所等
　 ア　居宅サービス事業所

訪問介
護

訪問入
浴介護

訪問看
護

訪問リ
ハ

居宅療
養管理
指導

通所介
護

通所リ
ハ

短期入
所生活
介護

短期入
所療養
介護

特定施
設

福祉用
具貸与

特定福
祉用具
販売

合計

実地指導対象事業所数 333 19 295 101 1,348 440 120 160 72 47 74 71 3,080

実地指導実施事業所数 23 0 1 1 0 13 4 11 4 0 1 1 59

実施率(%) 6.9 0.0 0.3 1.0 0.0 3.0 3.3 6.9 5.6 0.0 1.4 1.4 1.9

文書指摘事業所数 15 0 1 0 0 8 1 1 1 0 1 1 29

配置基準職員の不足 2 0 1 0 0 2 0 0 0 0 2 2 9

サービス提供責任者・生活相談員 0

看護職員 1 1

訪問介護員・介護職員 2 1 3

管理者 1 1 1 3

常勤の生活相談員又は介護職員なし 0

機能訓練指導員 0

その他（栄養士・福祉用具専門相談員
等）

1 1 2

1 1

雇用契約が不明確 1 1

3 0 1 0 0 3 0 0 0 0 2 2 11

設備の目的外使用等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

防災訓練未実施等 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

計画の作成が不適切 13 0 1 0 0 6 0 0 0 0 2 0 22

計画の作成なし・大幅な遅れ 1 1

居宅サービス計画に沿った計画でない 5 5

利用者・家族への説明・同意・交付なし 2 2 4

アセスメントが未実施 1 1

モニタリングが未実施 2 2

計画の内容が不適切・不十分 2 2 4

必要な計画変更が行われていない 2 1 1 4

介護支援専門員に未交付 0

主治の医師の文書での指示なし 1 1

その他 0

1 1

0

1 1 2

0

0

1 1

0

0

7 1 1 1 10

1 1 1 3

0

0

0

0

22 0 1 0 0 7 1 1 1 0 4 2 39

各種加算の算定が不適切 0 0 1 0 0 5 0 0 0 0 0 0 6

初回加算 0

中重度者ケア体制加算 0

個別機能訓練加算（Ⅰ） 0

個別機能訓練加算（Ⅱ） 2 2

個別機能訓練加算 0

認知症加算 1 1

口腔機能向上加算 0

理学療法士等体制強化加算 0

リハビリテーション提供体制加算 0

短期集中リハビリテーション実施加算 0

重度療養管理加算 0

サービス提供体制強化加算 0

入浴介助加算 2 2

夜間早朝深夜加算 0

緊急時訪問看護加算 1 1

その他（看護体制加算・夜勤職員配置加
算等）

0

1 1

0

0

0

0

0

0

1 0 1 0 0 5 0 0 0 0 0 0 7

各種変更の届出なし又は遅延 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 0 3 0 0 16 1 1 1 0 6 4 58

身体拘束適正化指針が未整備

事故発生時の対応が不適切

小　　　計

届出

合　　　計

定員超過減算

サービスの提供の記録なく請求

同一建物に居住する利用者に対する減算

利用料等の受領・徴収が不適切

2時間以上3時間未満の通所介護の算定が不適
切

人員欠如減算

基本単位の算定が不適切

給
付
費
・
加
算
等

設備基準

身体拘束の取扱いが不適切

運営規程の不備

利用定員の超過

職員資質向上のための研修受講機会の未確保

重要事項説明書の記載、交付等に不備

居宅サービス計画に沿った提供に不備

居宅介護支援事業所との連携が不十分

掲示なし又は不適切

防災対策

運
営
基
準

サービスの提供内容、記録が不適切

個人情報を用いる場合の同意なし・従業者の
秘密保持に係る措置の不足

その他（基本取扱方針違反等）

小　　　計

福祉用具の機能、安全性等に関する点検結果
の記録が不適切

指摘内容

居宅サービスの種別・指摘件数

人
員
基
準

小　　　計

項
目

勤務表が未作成又は不十分
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 イ　介護予防サービス事業所

訪問介
護

訪問入
浴介護

訪問看
護

訪問リ
ハ

居宅療
養管理
指導

通所介
護

通所リ
ハ

短期入
所生活
介護

短期入
所療養
介護

特定施
設

福祉用
具貸与

特定福
祉用具
販売

計

実地指導対象事業所数 15 285 100 1,331 120 154 70 46 74 71 2,266

実地指導実施事業所数 0 1 1 0 4 10 4 0 1 1 22

実施率(%) 0.0 0.4 1.0 0.0 3.3 6.5 5.7 0.0 1.4 1.4 1.0

文書指摘事業所数 0 1 0 0 1 1 1 0 1 1 6

配置基準職員の不足 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 2 5

サービス提供責任者・生活相談員 0

看護職員 1 0 1

訪問介護員・介護職員 0

管理者 1 1 2

機能訓練指導員 0

その他（栄養士・福祉用具専門相談員
等）

1 1 2

0

0

0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 2 5

設備の目的外使用等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計画の作成が不適切 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 3

計画の作成なし・大幅な遅れ 1 1

介護予防サービス計画に沿った計画で
ない

0

利用者・家族への説明・同意、交付な
し

0

モニタリングが未実施 0

サービス提供責任者が作成していない 0

介護予防支援事業者への報告がされて
いない

0

計画の内容が不適切・不十分 0

必要な計画変更が行われていない 1 1

実施状況の把握や計画の変更が不適切 0

主治の医師の文書での指示なし 1 1

その他 0

0

0

1 1 2

0

0

0

1 1

0

0

1 1 2

1 1 2

0

0

0

0

0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 4 2 10

各種加算の算定が不適切 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

初回加算 0

生活機能向上グループ活動加算 0

運動器機能向上加算 0

口腔機能向上加算 0

送迎加算 0

個別機能訓練加算 0

サービス提供体制強化加算 0

その他（看護体制加算・夜勤職員配置
加算等）

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

各種変更の届出なし又は遅延 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 2 0 0 0 1 1 1 0 6 4 15

身体拘束適正化指針が未整備

事故発生時の対応が不適切

運営規程の不備

利用定員の超過

掲示なし又は不適切

届出

合　　　計

小　　　計

給
付
費
・
加
算
等

基本単位の算定が不適切

人員欠如減算

利用料等の徴収・受領が不適切

小　　　計

介護予防サービスの種別・指摘件数

人
員
基
準

雇用契約が不明確

小　　　計

設備基準

介護予防サービス計画の変更の援助が不十
分

身体拘束の取扱いが不適切

項
目

勤務表が未作成又は不十分

運
営
基
準

指摘内容

サービスの提供内容、記録が不十分

個人情報を用いる場合の同意なし・従業者
の秘密保持に係る措置の不足

福祉用具の機能、安全性等に関する点検結
果の記録が不適切

その他（勤務表の記載に不備・記録の保存
の不備等）

職員資質向上のための研修受講機会の未確
保

介護予防サービス計画に沿った提供に不備

居宅介護支援事業所との連携が不十分

重要事項説明書の記載、交付等に不備
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（６）障害福祉サービス事業所等

居宅
介護

重度
訪問
介護

同行
援護

行動
援護

療養
介護

生活
介護

短期
入所

自立訓練
（機能訓
練）

自立訓練
（生活訓
練）

就労
移行
支援

就労継続
支援(Ａ
型)

就労継続
支援(Ｂ
型)

就労
定着
支援

自立
生活
援助

共同
生活
援助

地域
移行
支援

地域
定着
支援

合計

実地指導対象事業所数 140 132 53 10 3 121 63 2 9 21 32 113 7 5 106 33 28 878

実地指導実施事業所数 0 0 0 0 1 5 3 0 0 1 2 10 0 0 5 0 0 27

実施率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 4.1 4.8 0.0 0.0 4.8 6.3 8.8 0.0 0.0 4.7 0.0 0.0 3.1

文書指摘事業所数 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0 1 10 0 0 4 0 0 20

第１  基本方針・一般原則 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第２　人員に関する基準 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 2 0 0 5

1 1 1 2

2 2 1 3

3 管理者の不足 0

4 職務の専従 0

第３　設備に関する基準 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第４　運営に関する基準 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 12 0 0 4 0 0 18

1 0

2 0

3 提供拒否の禁止 0

4 0

5 サービス提供困難時の対応 0

6 0

7 0

8 0

9 1 1 2 4

10 0

11 0

12 工賃の支払いが不適切 7 7

障害福祉サービスの種別・指摘件数

利用者負担額等の受領が不適
切

サービス提供(児童発達支援管
理)責任者の責務遂行が不十分

項
目

従業者の員数(生活支援員、看
護職員等)の不足

内容及び手続の説明及び同意
がされていない

契約支給量（契約内容）の報告
等がされていない

入退所(居)の記録の記載等の
不備

指摘内容

サービス提供(児童発達支援管
理)責任者の不足

連絡調整（要請）に対する協力・
あっせん調整

給付費等の額に係る通知等が
されていない

計画の作成（書類の交付）の不
備

管理者の責務（管理者による管
理等）遂行が不十分
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居宅
介護

重度
訪問
介護

同行
援護

行動
援護

療養
介護

生活
介護

短期
入所

自立訓練
（機能訓
練）

自立訓練
（生活訓
練）

就労
移行
支援

就労継続
支援(Ａ
型)

就労継続
支援(Ｂ
型)

就労
定着
支援

自立
生活
援助

共同
生活
援助

地域
移行
支援

地域
定着
支援

合計

13 実習の実施が不十分 0

14 0

15 0

16 食事の提供に関する不備 0

17 1 1

18 勤務体制の確保等が不十分 1 1 2

19 定員の遵守が不適切 0

20 非常災害対策が不十分 0

21 掲示の不備 0

22 秘密保持等が不適切 0

23 苦情解決が不十分 0

24 0

25 会計の区分が不適切 0

26 1 1

27 記録の整備が不十分 1 1

28 その他（　　　　　　　　　　　　） 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第６　変更の届出等が不適切 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第７　給付費の算定及び取扱い 0 0 0 0 0 5 1 0 0 0 1 8 0 0 1 0 0 16

1 1 1

2 3 4 7

3 各種加算の取扱いが不適切 2 1 4 1 8

第８　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3

0 0 0 0 0 7 1 0 0 0 1 26 0 0 7 0 0 42合　　　計

運営規程の整備が不適切

事故発生時の対応が不十分

身体拘束等の禁止への取り組
みが不十分

第５　多機能型（一体型）に関する特
例の取扱いが不適切

項
目

指摘内容

障害福祉サービスの種別・指摘件数

職場への定着のための支援が
不十分

利用者及び従業者以外の者の
雇用

サービス費・自立支援給付費の
取扱いが不適切

基本事項
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（７）障害児通所支援事業所

児童発達
支援セン
ター(児童
福祉施

設・中核
市含む)

児童発達
支援
(セン
ター除
く)

医療型
児童発達
支援

放課後等
デイサー
ビス

居宅訪問
型児童発
達支援

保育所等
訪問支援

合計

実地指導対象事業所数 12 60 - 176 2 15 265

実地指導実施事業所数 1 8 - 28 0 1 38

実施率(%) 8.3 13.3 - 15.9 0.0 6.7 14.3

文書指摘事業所数 0 5 - 17 0 0 22

第１  基本方針・一般原則 0 0 0 0 0 0 0

第２　人員に関する基準 0 2 0 11 0 0 13

1 従業者の員数(生活支援員、看護職員等)の不足 2 8 10

2 2 2

3 管理者の不足 1 1

第３　設備に関する基準 0 0 0 0 0 0 0

第４　運営に関する基準 0 2 0 3 0 0 5

1 内容及び手続の説明及び同意がされていない 0

2 契約支給量（契約内容）の報告等がされていない 0

3 受給資格の確認がされていない 0

4 サービスの提供の記録の不備 0

5 0

6 0

7 給付費等の額に係る通知等がされていない 1 1

8 取扱方針 0

9 計画の作成（書類の交付）の不備 1 1

10 管理者の責務（管理者による管理等）遂行が不十分 1 1

11 0

12 健康管理の不備 0

13 運営規程の不備 0

14 勤務体制の確保等が不十分 1 1 2

15 非常災害対策が不十分 0

16 掲示の不備 0

17 秘密保持等が不適切 0

18 事故発生時の対応が不十分 0

19 会計の区分が不適切 0

20 記録の整備が不十分 0

21 0

22 虐待の禁止への取り組みが不十分 0

23 その他（利用料の取扱いが不適切　　　　　　　　　　　　　　） 0

第５　多機能型（一体型）に関する特例の取扱いが不適切 0 0 0 0 0 0 0

第６　変更の届出等が不適切 0 0 0 0 0 0 0

第７　給付費の算定及び取扱い 0 14 0 31 0 0 45

1 基本事項 0 0 0

2 サービス費・自立支援給付費の取扱いが不適切 3 8 11

3 各種加算の取扱いが不適切 11 23 34

第８　その他 0 0 0 0 0 0 0

0 18 0 45 0 0 63

障害児通所支援の種別・指摘件数

指定事業者が支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払の範囲等

児童発達支援管理責任者の不足

利用者負担額等の受領が不適切

児童発達支援管理責任者の責務不適切

身体拘束等の禁止への取り組みが不十分

指摘内容

合　　　計

項
目
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５　特別監査等の実施状況

事業所 件数 事業所 件数

1 1 0 0 0 1 4 0 0

8 4 3 0 0 0 0 1 4

 居宅サービス事業所 8 4 3 0 0 0 0 1 4

 訪問介護事業所 5 2 1 1         3

 通所介護事業所 3 2 2 1

4 3 0 2 20 1 1 0 1

2 2 0 2 20 0 0 0 0

 障害福祉サービス事業所 2 1 0 0 0 1 1 0 1

1 1 1 1 0

 共同生活援助 1 1

 障害児通所支援事業所 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13 8 3 2 20 2 5 1 5

注）その他は行政処分・勧告・文書指摘がなかったものです

 居宅介護 

文書指摘
翌年度
継続数

 障害福祉サービス事業所等 

区　　分
実施事
業所数

監査
終了

行政
処分

勧  告

その他

 社会福祉施設等 

 介護保険居宅サービス事業所等 

 　介護保険サービス及び障害福祉サービスの利用者や家族、従業員などからの苦情や通報を受け、または実地
指導の際に不正や著しい基準違反の疑いが認められた場合等に機動的に監査を実施している。
　令和４年度は、　１３　事業所の監査を実施し、　３　事業所に対して行政処分（指定取消　、指定の全部の効力の
停止（３月）　、指定の一部の効力の停止（３月））、　２事業所に対し改善勧告を行っている。

合　計

 障害者支援施設 
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６　業務管理体制

業務管理体制一般検査実施状況（事業者数）

実地 書面 合計 実地 書面 出頭 合計

指摘無し 0 76 76 0 14 0 14

口頭指導 0 39 39 0 5 0 5

文書指導 0 102 102 0 84 0 84

改善勧告 0 0 0 0 0 0 0

合計 0 217 217 0 103 0 103

業務管理体制特別検査実施状況（事業者数）

実地 出頭 合計 実地 出頭 合計

改善勧告 0 2 2 1 0 1

勧告なし(取消） 0 0 0 0 0 0

文書指導 0 0 0 0 0 0

合計 0 2 2 1 0 1

障害福祉サービス事業者

R
4
年
度

介護保険サービス事業者

R
4
年
度

介護保険サービス事業者

障害福祉サービス事業者
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７　集団指導

○社会福祉法人

法人数 視聴者数

0 0

○介護保険施設等

令和4年10月18日 Teamsによる
WEB形式

施設長、
管理者、
実務担当
者

23 23

＜全体会＞
・介護保険法関係法令について
・指定後の手続きについて

＜分科会＞
●訪問介護
●通所介護
●居宅介護支援
・運営上の留意点（報酬改定含む）
・運営指導を通じての留意点
　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

23 23

○障害福祉施設等

令和4年６月29日
～７月29日

ホームページに
資料掲載及び
電子申請シス
テムでのアン
ケート

施設長、
管理者、
実務担当
者

238 166

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について

令和４年８月1日
～８月３１日

ホームページに
資料掲載及び
電子申請シス
テムでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

34 30

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について

令和４年9月26日
～10月31日

ホームページに
資料掲載及び
電子申請シス
テムでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

176 159

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について
・就労支援会計について

令和４年11月28日
～12月28日

ホームページに
資料掲載及び
電子申請シス
テムでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

293 242

令和５年２月13日
～３月13日

ホームページに
資料掲載及び
電子申請シス
テムでのアン
ケート

管理者、
実務担当
者

9 9

750 606

障害児入所施
設に係る説明会

障害者入所・通
所事業所等に
係る説明会

障害児通所支
援事業所に係る
説明会

名称 開催日 開催方法 対象者

計

相談支援事業
所等に係る説明
会

就労支援事業
所に係る説明会

・運営上の留意点（報酬改定含む）
・実地指導を通じての留意点
・処分事例について
・障害者虐待防止
・災害（BCP）について

該当なし

内容

介護保険新規
指定事業者説
明会

計

対象
事業所数

視聴
事業所数

計

名称 開催日 開催方法 対象者
対象

事業所数
参加事業

所数
内容

内容名称 開催日 開催方法 対象者
視聴者
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１　立入検査の概要

　県では、医療法第２５条第１項の規定に基づき、病院等を対象に立入検査を行いました。

（１）立入検査の対象
　　　県所管（中核市（前橋市保健所及び高崎市保健所）管内を除く）の病院及び有床診療所
　　　・県所管の病院（令和４年４月１日現在　８２病院）。
　　　・県所管の有床診療所（原則５年に１回）（令和４年４月１日現在　３４診療所）

（２）立入検査の実施機関
　　　病院については監査指導課及び各保健福祉事務所の専門職（医師、臨床検査技師、薬剤師、
　　診療放射線技師及び栄養士）が実施し、有床診療所については、監査指導課が実施します。

（３）立入検査に基づく改善指導
　　　立入検査の結果については、軽微な内容は口頭により、注意・要望事項や不適合事項など
　　重要な内容は文書により改善指導を行います。不適合事項については、改善状況の報告を求
　　めています。

（４）所管課との連携
　　　病院等の所管課である医務課や感染症・がん疾病対策課、薬務課、長寿社会づくり推進課と
　　は、立入検査に際し情報の共有・交換を行い、所管課としての指導との整合を図っています。

２　病院の立入検査の実施状況・結果

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、県が所管する全８２病院のうち１２病院に
対し立入検査を実施しました。
（対象病院における新型コロナウイルス感染症の影響などを十分に確認した上で実施しました。）
　不適合事項として改善を求める文書指摘を行ったのは４病院、のべ８件で、多かった内容は、
「歯科医師数が標準数を充足していない」、「医療事故発生時の対応に関する体制整備が不十分」
というものでした。

Ⅱ 医療機関への立入検査Ⅱ 医療機関への立入検査
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◎不適合事項の内容

件数

従事者  歯科医師数 2

1

2

1

1

 放射線部門 1

8

注）１つの病院が複数の指摘を受けている場合があります。

３　診療所の立入検査の実施状況・結果

◎不適合事項の内容

　　立入検査実施診療所数 0

　　実　施　率(%) 0.0

　　不適合事項のあった診療所数 0

計

　県が所管する有床診療所（前橋市保健所及び高崎市保健所管内は除く）は３４診療所です。
　令和４年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、計画数を未定として、
　感染状況の推移を注視していましたが、医療機関の負担が大きいと判断し、立入検査の実施を
　すべて令和５年度に延期しました。

　　立入検査対象診療所数（令和４年４月１日現在） 34

　　立入検査対象病院数（令和４年４月１日現在） 82

　　立入検査実施病院数 12

　　実　施　率(%) 14.6

 医療放射線安全管理責任者が職あてで実態がない 

 医薬品の安全使用のための研修会を開催していない 

管理

 インシデント・アクシデント報告がレベル別、職種別に整理されていない 

 医療事故発生時の対応に関する体制整備が不十分 

 医薬品管理
 劇薬と普通薬が混置されていた 

 医療安全体制

　　不適合事項のあった病院数 4

項　　目 内　　　　　　　容

 歯科医師の標準数を充足していない 
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